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第１章 総則  

 

（趣旨）  

第１条 この一般財団法人にいがた住宅センター住宅性能証明書発行業務要領（以下「要領」 

という。）は、一般財団法人にいがた住宅センター（以下「センター」という。）が、直

系尊属から住宅取得金等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置に係る平成 24 

年度税制改正について（平成 24 年 4 月 16 日 国土交通省住宅局）」に基づいて実施する

住宅性能証明書の発行に関する業務について、必要な事項を定めるものである。  

 

（基本方針）  

第２条 住宅性能証明書発行業務（以下「証明業務」という。）は、贈与税の非課税措置に

係る対象家屋であることを証する書類の発行業務審査手順書、関係法令並びにこれらに

関する通達によるほか、この要領に基づき、公正かつ適確に実施するものとする。  

 

（住宅性能証明書発行業務を行う時間・休日、事務所の所在地及び業務区域）  

第３条 証明業務を行う時間・休日、事務所の所在地及び業務区域は、センター確認検査 

業務規程によるものとする。  

 

（住宅性能証明書発行業務の対象） 

第４条 センターにおいて証明業務を行う範囲は、住宅の新築及び既存とする。  

 

第２章 住宅性能証明技術的審査の実施方法  

 

（住宅性能証明書発行業務に係る申請）  

第５条 申請者等は、センターに対し、以下の図書を２部提出しなければない。 

(1)住宅性能証明書審査申請書 （第１号様式） 

(2)委任状（住宅性能証明業務の手続きを代理人が行う場合）  

(3)設計内容説明書  

(4)付近見取り図  

(5)添付図書 住宅の性能に応じ、設計住宅性能評価及び建設住宅性能評価に準ずる図書 

とする。  

(6)既存住宅の取得による申請は、建設住宅性能評価書又はフラット 35S 適合証明書（新 

築住宅）で基準に適合することが確認できる等級等が記載されたもの。  

２ 設計住宅性能評価書、長期使用構造等確認書、低炭素建築物新築等計画に係る技術的 

審査適合証、建築物省エネルギー適合判定通知書、フラット 35S適合証及びＢＥＬＳ評 

価書等（以下、「評価書等」という。）により、省エネルギー性、耐震性又はバリアフ 

リー性の基準に適合していることが確認できる場合は、前項の図書の一部を省略する 



ことができるものとする。ただし、センターの交付した評価書等以外の場合は、当該添 

付図書一式の写しを提出することとする。 

 ３ 評価用提出図書の受理については、あらかじめ申請者と協議して定めるところによ 

り、電子情報処理組織（センターの使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）と申 

請者の使用に係る入出力装置とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

以下同じ。）の使用又は磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記 

録しておくことができるものを含む。以下同じ。）の受理によることができる。  

 

（住宅性能証明書審査申請の受理及び契約）  

第６条 センターは、住宅性能証明書審査の申請があったときは、次の事項を審査し、当 

該提出図書を受理する。 

(1)申請に係る住宅の所在地が第３条の業務を行う区域内であること。  

(2)申請に係る建築物の区分が、第４条の業務を行う区分に該当するものであること。  

(3)申請提出図書に形式上の不備がないこと。  

(4)申請提出図書に記載すべき事項の記載が不十分でないこと。  

(5)申請提出図書に記載された内容に明らかな虚偽がないこと。  

２ センターは、前項の審査により同項各号に該当しないと認める場合においては、その 

補正を求めるものとする。  

３ 申請者が前項の求めに応じない場合又は十分な補正を行わない場合においては、セン 

ターは受理できない理由を明らかにするとともに、申請者に当該住宅性能証明書審査 

の申請提出図書を返還する。  

４ センターは、住宅性能証明書審査の申請を受理した場合においては引受承諾書を交付 

する。この場合、申請者とセンターは別に定める一般財団法人にいがた住宅センター住 

宅性能証明書発行業務約款（以下「約款」という。）に基づき契約を締結するものとす 

る。  

 

（住宅性能証明書審査の申請の取り下げ）  

第７条 申請者等は、住宅性能証明書の交付前に住宅性能証明書審査の申請を取り下げる 

場合においては、その旨を記載した取り下げ届（第４号様式）をセンターに提出する。  

２ 前項の場合において、センターは、住宅性能証明書審査を中止し、提出書類を申請者 

に返却する。  

 

（住宅性能証明書審査の提出図書の変更） 

第８条 申請者等は、住宅性能証明書の交付前に住宅性能証明書審査の対象となる住宅の計 

画が変更された場合においては、その旨及び変更の内容についてセンターに提出するも 

のとする。  

２ 前項の報告が行われた場合において、センターが変更の内容が大規模であると認める 



ときは、申請者等は取り下げ届を提出し住宅性能証明書審査の申請を取下げ、別件と 

して再度、住宅性能証明書審査を申請しなければならない。  

３ 申請者等は第 12条による図面審査終了に関する通知書が発行された後に当該計画を 

変更する場合は、センターに変更にかかる住宅性能証明書審査を申請することができ 

る。この場合、申請者等はセンターに対し次の各号による図書を正副 2部提出しなけ 

ればならない。    

(1)住宅性能証明書審査申請書（変更）  （第２号様式） 

(2)住宅性能証明審査図書等のうち変更に係るもの  

(3)直前の第９条による図面審査終了に関する通知書又はその写し 

 

 （図面審査の実施方法） 

第９条 センターは、申請書を受理したときは、第 12条に定める審査員に証明業務を実施 

させる。  

２ 審査員は、省エネルギー性又は耐震性、バリアフリー性の基準に適合していることを 

設計住宅性能評価マニュアル等に従い審査を行う。  

３ 審査員は、当該住宅の申請が既存住宅の取得による場合は、建設住宅性能評価書又は 

フラット 35S適合証明書（新築住宅）に記載された等級が申請書と整合することを確認 

する。  

４ 審査員は、審査のために必要と認める場合においては、申請者又は設計者等に対し必 

要な図書の閲覧又は提出を求める。  

５ センターは、申請提出図書が基準等に適合すると認めた場合は、図面審査終了に関す 

る通知書に申請図書の副本を添えて申請者等に通知する。  

６ センターは、図面審査を行った結果、証明対象住宅が基準等に不適合と認めた場合や 

明らかな虚偽がある場合は、住宅性能証明不適合通知書を申請図書の副本を添えて申請 

者に交付するものとする。  

 

（現場審査の実施方法）  

第１０条 申請者等は、センターに対し、現場審査対象工程に係る工事が完了する日又は完 

了した日をセンター様式の現場審査依頼書（第３号様式）の提出により通知しなければな

らない。  

２ センターは、前項の規定による通知を受理したときは、速やかに審査員に当該現場審 

査時期における現場審査を実施させる。  

３ 審査員は省エネルギー性、耐震性又はバリアフリー性の基準に適合していることを建 

設住宅性能評価マニュアル等による他、目視、計測、設備等の作動、隠蔽部分の施工関 

連図書、ヒアリングにより施工状況、材料及び仕様を確認する。  

４ 申請者等は、現場検査に必要な場合は審査員の求めに応じ、点検口及び開口部の開閉 

又は家具の移動並びに設備機器の動作確認に協力しなければならない。  



５ センターで完了検査を行わない場合は、検査済証の写しを提出することとする。  

６ 現場審査の時期は以下の通りとする 

 

省エネルギー性 下地張り直前の工事の完了時 

竣工時 

耐震性 基礎配筋工事の完了時 

躯体工事の完了時※1 ※2 

竣工時※3 

バリアフリー性 下地張り直前の工事の完了時又は躯体工事の完了時 

竣工時 

※1 型式住宅部分等製造者認証書を活用する場合は竣工時  

※2 階数が 4以上(地階を含む)の建築物である住宅の場合、最下階から数えて２階及び３に

７の自然数を加えた階の床の躯体工事の完了時  

※3 耐震性の竣工時の検査は、建築基準法に基づく検査済証の提出で代えることができる  

※ 竣工時の検査以外の検査は、住宅瑕疵担保責任保険等の検査と兼ねることができる  

※ 既存住宅の取得をする場合は現況調査 1回とする 

６ 審査員は、対象となる住宅が基準と適合しないと認める時は、申請者等に対してその

旨を告げるとともに、審査を一時中断する。ただし、変更部分が明らかに軽微な場合は

変更後の図面等の提出を求め、基準適合を確認できることとする。  

７ 前項の施工内容の是正を行う場合は、審査員は、再検査又は工事監理者等から提出さ

れた是正後の工事写真等により、基準に適合しているかの確認を行う事とする。  

 

（住宅性能証明書の発行）  

第１１条 センターは、第９条及び第 10条の審査を行った結果、証明対象住宅が基準等に適

合すると認めた場合は住宅性能証明書を申請者に交付する。  

２ センターは、第 13条の審査を行った結果、証明対象住宅が基準等に不適合と認めた場

合や明らかな虚偽がある場合は、住宅性能証明不適合通知書を申請図書の副本を添え

て申請者に交付するものとする。  

３ センターはすでに適合証の交付を行っている建築物に対し、申請者より、再交付申請

書の申請があった場合は、再交付であることを付して証明書の交付を行うものとする。  

４ 前項の再発行にかかる料金は別に定める。  

 

（審査員）  

第１２条 センターは、第９条及び第 10 条の審査を住宅の品質確保の促進などに関する法

律第 13条に定める評価員と、これと同等の知識を有するとセンターが認めた者(以下「審

査員」という)に行わせるものとする。  

（秘密保持義務）  



第１３条 センターの役員及びその職員（審査員を含む。）並びにこれらの者であった者は、

証明業務に関して知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはならない。  

 

第３章 住宅性能証明書申請料金等  

 

（住宅性能証明書申請料金の収納）  

第１４条 申請者等は、別表第１に定める住宅性能証明書申請料金を、約款に定める支払期

日までに、現金又は銀行振込により納入する。ただし、やむを得ない事由がある場合は、

別の収納方法によることができる。  

２ 検査の対象となる工事が、別表第２に掲げる地区内で行われる場合は、料金の額に、

同表に掲げる出張費に検査の回数を乗じて加算する。ただし、現場審査を他の検査と同

時に行う場合は出張費を重複して請求しない。  

３ 前項の納入に要する費用は申請者の負担とする。  

 

（住宅性能証明書申請料金を減額するための要件）  

第１５条 住宅性能証明書申請料金は、次に掲げる場合に減額することができるものとする。                 

(1) 住宅型式性能認定を受けた型式に適合する住宅又は住宅型式性能認定を受けた型 

式に適合する住宅の部分を含む住宅に係る住宅性能証明書の申請を行うとき。ただ

し、その申請において住宅型式性能認定書の写し（センターが、当該認定書の写し

を有しており、評価の業務の公正かつ適確な実施に支障がないと認めた場合は不

要。）が添えられている場合に限る。  

(2) 住宅である認証型式住宅部分等又は住宅の部分である認証型式住宅部分等を含む 

住宅に係る住宅性能証明書の申請を行うとき。ただし、その申請において型式住宅

部分等製造者等認証書の写し（センターが、当該認定書の写しを有しており、評価

の業務の公正かつ適確な実施に支障がないと認めた場合は不要。）が添えられてい

る場合に限る。  

(3)住宅性能証明書の申請とともに、建築基準法第６条の２第１項の確認の申請及び、

第７条の２第１項の検査及び同法第７条の４第１項の検査の申請を行うとき。  

(4)住宅性能証明書の申請とともに第７条第２項による評価書等の申請するとき。  

(5)住宅性能証明技術的審査を効率的に実施できるとセンターが判断したとき。  

(6)住宅性能証明書の申請とともに、住宅金融支援センター法第 13 条第 1 項、第 4 項

及び第 7項の資金の貸付け等に係る住宅の審査又は公庫証券化支援住宅に係る検査

を行うとき。  

(7)一団の住宅の開発等において、現場検査のための移動回数の合理化が図れるよう、

まとまった戸数の住宅性能証明書の申請を同時に受けたとき。  

(8)センターと年間契約を結んだとき。  

(9)センターが行う住宅瑕疵担保責任保険等の検査を同時に行うとき。  



 

（住宅性能証明書申請料金の返還）  

第１６条 収納した性能証明料書申請料金は返還しない。ただし、センターの責に帰すべき

事由により証明業務が実施できなかった場合には、この限りでない。  

 

第４章 雑則  

 

（帳簿の作成）  

第１７条 センターは、次に掲げる事項を記載した住宅性能証明書発行業務の管理帳簿（以

下「帳簿」という。）を作成し、事務所に備え付ける。  

(1)申請者の氏名又は名称及び住所  

(2)証明書の発行業務の対象となる建築物の名称  

(3)証明書の発行業務の対象となる住宅の所在地  

(4)証明書の発行業務の対象となる住宅の建て方  

(5)証明書の発行業務の対象となる住宅の構造  

(6)証明書の発行業務の対象となる住宅に適用した評価方法基準  

(7)適合審査の申請を受けた年月日、受付番号  

(8)適合審査を行った審査員の氏名  

(9)適合審査料金の金額  

(10)証明書の交付年月日  

(11)住宅性能証明書の不適合通知書の交付年月日  

 

（帳簿及び書類の保存及び管理の方法）  

第１８条 第５条に掲げる文書の保存は、審査中にあっては審査のため特に必要がある場合

を除き 事務所内において、審査終了後は施錠できる室、ロッカー等において確実であり、

かつ、秘密の漏れることのない方法で行う。  

２ 前条帳簿の保存は、当該文書を電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスクに

記録し、当該記録を必要に応じ電子計算機その他の機械を用いて明確に表示すること

ができるようにして、これを行うことができる。  

 

（書類及び帳簿の保存期間）  

第１９条 第１７条の帳簿は、証明書の交付を行った日の属する年度から５年間保存する。 

２ 申請図書及び住宅性能証明書の写しは、証明書の交付を行った日の属する年度から５       

年間保存する。  

 

 

（電子情報処理組織に係る情報の保護）  



第２０条 センターは、電子情報処理組織による申請の受付け及び図書の交付を行う場合に

おいては、 申請内容の書き換え及び書き込みを行ってはならない。  

 

（住宅性能証証明の業務に関する公正の確保）  

第２１条 センターの長、役員又はその職員（審査員を含む。）が、住宅性能証明書の申請を

自ら行った場合又は代理人として住宅性能証明書の申請を行った場合は当該住宅に係る

証明業務を行わないものとする。  

２ センターの長、役員又はその職員（審査を含む。）が、住宅性能証明書の申請に係る住

宅について次のいずれかに該当する業務を行った場合は当該住宅に係る証明業務を行

わないものとする。  

(1)設計に関する業務  

(2)販売又は販売の代理若しくは媒介に関する業務  

(3)建設工事に関する業務  

(4)工事監理に関する業務  

３ センターの長、役員又はその職員（審査員を含む。）が、その役員又は職員（過去二年

間に役員又は職員であった者を含む。）である者が、次のいずれかに該当する業務を行

った場合（当該役員又は職員（審査員を含む。）が当該申請に係る証明業務を行う場合

に限る。）は当該住宅に係る証明業務を行わないものとする。  

(1)住宅性能証明書の申請を自ら行った場合又は代理人として住宅性能証明書の申

請を行った場合  

(2)住宅性能証明書の申請に係る住宅について前項に掲げる業務を行った場合 

 ４ 審査員又はセンターの役員若しくは職員以外の者は、証明業務に従事してはならない。  

 

（関係機関への報告等）  

第２２条 センターは、公正な業務を実施するために関係機関等から業務に関する報告を求

められた場合には、審査の内容、判断根拠その他情報について報告等を行うことができる

こととする。  

 

附則 この取扱要領は、令和 7年 4月 1日から施行する。 

 

附則この要領の各条文で定める様式は、以下の表に掲げるものとする。 

関係条文 様式の名称 

第 ５条第１項 申請書 

第 ５条第１項 設計内容説明書 

第 ６条第４項 引受承諾書 

第 ７条第１項 取り下げ届 

第 ８条第３項 住宅性能証明書審査申請書（変更） 



第 ９条第５項 図面審査終了に関する通知書 

第１０条第１項 現場審査依頼書 

第１１条第１項 住宅性能証明書 

第１１条第２項 住宅性能証明不適合通知書 

第１１条第３項 再交付申請書 

 

 

別表第１ 住宅性能証明書申請料金 

 ① 一戸建て住宅の新築又は、新築住宅の取得              （税込み） 

種 別 
他検査の

有無 

確認申請有 確認申請無 
計画変更 再検査 

証明書無 証明書有※ 証明書無 証明書有※ 

・一次ｴﾈﾙ

ｷﾞｰ 消費

量等級 ・

断熱等性

能等級か

つ 一次ｴﾈ

ﾙｷﾞｰ消費

量等級 

他検査無 54,450 円 32,450 円 61,600 円 39,600 円 

16,500 円 5,500 円 
他検査有※ 47,300 円 25,300 円 54,450 円 32,450 円 

耐震性 

他検査無 59,950 円 32,450 円 67,100 円 39,600 円 

他検査有※ 52,800 円 25,300 円 59,950 円 32,450 円 

バリア 

フリー性 

他検査無 48,950 円 32,450 円 56,100 円 39,600 円 

他検査有※ 41,800 円 25,300 円 48,950 円 32,450 円 

※証明書有は以下の書類で性能が確認出来るもの 

・設計住宅性能評価書 

・長期優良住宅確認書 

・低炭素建築物新築等計画に係る技術的審査適合証 

・建築物エネルギー消費性能向上計画に係る技術的審査適合証 

・建築物エネルギー消費性能適合性判定通知書 

・フラット 35S適合証 

・BELS評価書 

※当センターの交付した上記評価書等以外の場合は、当該添付図書一式の写しを 

ご提出ください。 

 

 

 



※他検査有は以下の検査を当センターで行う場合 

・建築基準法の完了検査 

・住宅瑕疵担保保険の検査 

・フラット 35の検査 

※ 共同住宅等は別途見積りとする。 

 

② 既存住宅の取得                                                   （税込み） 

種 別 証明書無 証明書有 再検査 

断熱等 性能等級 55,000 円 33,000 円 

5,500 円 
一次エネルギー消費量等級 66,000 円 44,000 円 

耐震性 77,000 円 55,000 円 

バリアフリー性 55,000 円 33,000 円 

 ※ 共同住宅等は別途見積りとする。 

 

③ 住宅性能証明書再発行申請料金                                      （税込み） 

証明書の再発行 5,500円 

 

 

別表第 2  出張費                          （税込み） 

出張費 地域 

なし 新潟市 

3,300円 

新発田市 ・阿賀野市 ・胎内市 ・ 五泉市 ・ 加茂市 ・燕市 ・ 三

条市 ・見附市 ・小千谷市 ・長岡市・柏崎市 ・北蒲原郡聖籠町 ・

南蒲原郡田上町 ・西蒲原郡弥彦村 ・ 三島郡出雲崎町 ・ 

刈羽郡刈羽村 

5,500円 魚沼市 ・東蒲原郡阿賀町 

7,700円 村上市 ・南魚沼市 ・十日町市 ・上越市 ・ 岩船郡関川村 

11,000円 糸魚川市 ・妙高市 ・中魚沼郡津南町 ・南魚沼郡湯沢町 

交通費実費 
佐渡市・岩船郡粟島浦村 

+ 33,000円 

※ 検査の対象となる工事が、別表第 2に掲げる地区内で行われる場合は、料金の額に、 

同表に掲げる出張費に検査の回数を乗じた額を加算する。ただし、次に掲げる場合は 

出張費を不要とする。 

 ・当センターに他の検査を同時に依頼する場合。  

※ 離島の場合は別途見積りとする。 


